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本研究では，都市機能を維持するために居住地から勤務地への通勤流動が必要であることに着目し，

モバイル空間統計データを用いて，都市圏通勤流動を，定量的指標を用いて把握する汎用的な方法を

提案した．実際に札幌都市圏に本方法を適用し，通勤流動を定量的に把握できることを示した．さら

に 2022 年 2 月の札幌の大雪時の計算を通して，災害影響の定量化に応用できることを示した． 
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1. はじめに 

本研究では，都市機能を維持するために居住地から

勤務地への通勤流動が必要であることに着目し，モバ

イル空間統計データを用いて，都市圏通勤流動を，定量

的指標を用いて把握する汎用的な方法を提案する．そ

の方法を用いて，通常時の通勤流動がどのように変動

するのかを分析する．さらに，災害による影響の定量化

に応用できることを示す．  
 

2. 本研究で提案する方法- 
2.1. 本研究で利用するデータ 

本研究ではドコモが提供する「モバイル空間統計」1)

を用いる．モバイル空間統計は，全国約 100 万の 500m

メッシュの 1 時間ごとの推計人口を，居住市区町村別

に把握できる． 
2.2. 移動を捉えるためのゾーンの設定 

国勢調査における都市圏域の定義に従って対象市区

町村を抽出し，次に述べる都心代表点から 100km 圏内

に存在するメッシュに限定して対象地域とする．都市

圏の中心市から昼夜間人口差の大きいメッシュを抽出

し，その人口重心を都心代表点とする．メッシュデータ

はデータ量が莫大で取り扱いが難しいため，以下で設

定するゾーンに集計した上で用いる．対象地域の各メ

ッシュの中心点について，都心代表点からの距離と方

位角を算出して 2km ごと，8 方位ごとに区分し，部分円

環状のゾーンにメッシュを統合する．各ゾーンは距離

帯𝑗と方位𝑅の組み合わせ“𝑗 − 𝑅”を用いて名付ける． 
2.3. 居住地との位置関係によるゾーンの分類 

居住地からの移動距離を捉えるために各ゾーンを居

住地との位置関係に基づき分類する．居住市区町村

𝑖(𝑔 ≤ 𝑖 ≤ ℎ)と重なりを持つゾーンと同じ距離帯の隣接

ゾーンを「居住地ゾーン𝐶𝑖」，居住地ゾーンと同じ方位

で，都心に近いゾーンを「都心方向ゾーン𝐴𝑖」，居住地

ゾーンと同じ方位で，都心から遠いゾーンを「郊外方向

ゾーン𝐸𝑖」，それら以外を「反対方向ゾーン𝐵𝑖」と名付

ける．反対方向ゾーンに存在する人は，居住地ゾーンか

ら都心代表点を経由した距離を移動したと考える．当

該ゾーンの名前を居住地別に次のように付け直す． 

𝑁𝑖   𝑗 

𝑁𝑖:居住地 𝑖 に対する当該ゾーンの種類 

𝑗:当該ゾーンの距離帯 (𝑗 = 2𝑘, (𝑘 ∈ 𝑁, 0 ≤ 𝑘 < 50)) 
2.4. 時間帯別居住地-現在地ゾーン表の作成 

日付 𝑑，時間帯𝑡における各ゾーン𝐴𝑖  𝑗，𝐵𝑖   𝑗，𝐶𝑖   𝑗，

𝐸𝑖   𝑗，に存在する人口𝑎𝑑,𝑡,𝑖,𝑗，𝑏𝑑,𝑡,𝑖,𝑗，𝑐𝑑,𝑡,𝑖,𝑗，𝑒𝑑,𝑡,𝑖,𝑗から，

時間帯別に居住地-現在地ゾーン表を作成する． 
2.5. 定量的指標の計算 

A) 通勤者数[人]，純通過流量[人/時] 

時間帯𝑡までに居住地𝑖から通勤移動を行って居住地

外に出た人の数を通勤者数と呼び，居住地 𝑖ごとの都心

方向，郊外方向の通勤者数はそれぞれ次のように求め

られる． 

𝑃𝐼𝑖(𝑑, 𝑡) = ∑ (𝑎𝑑,𝑡,𝑖,𝑗 + 𝑏𝑑,𝑡,𝑖,𝑗)98
𝑗=0 (1)  

𝑃𝐸𝑖(𝑑, 𝑡) = ∑ (𝑒𝑑,𝑡,𝑖,𝑗)98
𝑗=0 (2)  

これらを集計して都市圏全体の通勤者数は次のように

計算できる． 

𝑃𝐼(𝑑, 𝑡) = ∑ 𝑃𝐼𝑖(𝑑, 𝑡)ℎ
𝑖=𝑔 (3)  

𝑃𝐸(𝑑, 𝑡) = ∑ 𝑃𝐸𝑖(𝑑, 𝑡)ℎ
𝑖=𝑔 (4)  

𝑃𝑇(𝑑, 𝑡) = 𝑃𝐼(𝑑, 𝑡) + 𝑃𝐸(𝑑, 𝑡) (5)  

以上式(1)～(5)の時間帯𝑡ごとの値について最大値をと
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れば日通勤者数を求めることができる． 

 居住地ゾーンから都心方向，郊外方向への純通過流

量は次のように求められる． 

𝑞(𝐴𝑖𝐶𝑖𝐿, 𝑑, 𝑡) = 𝑃𝐼𝑖(𝑑, 𝑡) − 𝑃𝐼𝑖(𝑑, 𝑡 − 1) (6) 

𝑞(𝐶𝑖𝐸𝑖𝐿, 𝑑, 𝑡) = 𝑃𝐸𝑖(𝑑, 𝑡) − 𝑃𝐸𝑖(𝑑, 𝑡 − 1) (7) 

これらを集計して，都市圏全体での，都心方向，郊外方

向への純通過流量は次のように求められる．  

𝑄(𝐴𝐶𝐿, 𝑑, 𝑡) = ∑ 𝑞(𝐴𝑖𝐶𝑖𝐿, 𝑑, 𝑡)ℎ
𝑖=𝑔 (8)  

𝑄(𝐶𝐸𝐿, 𝑑, 𝑡) = ∑ 𝑞(𝐶𝑖𝐸𝑖𝐿, 𝑑, 𝑡)ℎ
𝑖=𝑔 (9)  

B) 総移動距離[人・km]，平均移動距離[km] 

日付 𝑑，時間帯𝑡におけるゾーン𝑁𝑖  𝑗の都心代表点か

らの累積距離𝐷𝑁𝑖𝑗(𝑑, 𝑡)[𝑘𝑚]は， 

𝐷𝑁𝑖𝑗(𝑑, 𝑡) = 𝑗 × 𝑛𝑑,𝑡,𝑖,𝑗 (10) 

𝑛𝑑,𝑡,𝑖,𝑗：日付 𝑑，時間帯𝑡に𝑁𝑖  𝑗に存在する人口 

となる．ゾーン𝐵𝑖  の距離帯については𝑗′ = −(2 + 𝑗)を用

いる．都心代表点からの平均位置𝑋𝑁𝑖  𝑗(𝑑, 𝑡)[km]は 

𝑋𝑁𝑖  𝑗(𝑑, 𝑡) = 𝐷𝑁𝑖𝑗(𝑑, 𝑡)/𝑛𝑑,𝑡,𝑖,𝑗 = 𝑗 (11)  

となる．現在地ゾーンが𝑁𝑖のいずれかにある人の累積

距離の和𝐷𝐷𝑁𝑖  (𝑑, 𝑡)は， 

𝐷𝐷𝑁𝑖  (𝑑, 𝑡) = ∑ 𝐷𝑁𝑖  𝑗(𝑑, 𝑡)98
𝑗=0 = ∑ (𝑗 × 𝑛𝑑,𝑡,𝑖,𝑗)98

𝑗=0 (12)  

となり，平均位置𝑋𝑋𝑁𝑖  (𝑑, 𝑡)[km]は， 

𝑋𝑋𝑁𝑖  (𝑑, 𝑡) = 𝐷𝐷𝑁𝑖(𝑑, 𝑡)/ ∑ 𝑛𝑑,𝑡,𝑖,𝑗
98
𝑗=0 (13)  

となる．次に，夜間（午前 2 時）に居住地ゾーンに存在

する人の平均位置𝑋𝑋𝐶𝑖(𝑑, 𝑡 = 2) [km]を用いれば，日付

 𝑑，時間帯𝑡におけるゾーン種類ごとの総移動距離は， 

∆𝐷𝐷𝐴𝑖 (𝑑, 𝑡) = 𝑋𝑋𝐶𝑖(𝑑, 2) × ∑ 𝑎𝑑,𝑡,𝑖,𝑗
98
𝑗=0 − 𝐷𝐷𝐴𝑖(𝑑, 𝑡)(14)  

∆𝐷𝐷𝐵𝑖  (𝑑, 𝑡) = 𝑋𝑋𝐶𝑖(𝑑, 2) × ∑ 𝑏𝑑,𝑡,𝑖,𝑗
98
𝑗=0 − 𝐷𝐷𝐵𝑖(𝑑, 𝑡)(15)  

∆𝐷𝐷𝐸𝑖(𝑑, 𝑡) = 𝐷𝐷𝐸𝑖(𝑑, 𝑡) − 𝑋𝑋𝐶𝑖(𝑑, 2) × ∑ 𝑒𝑑,𝑡,𝑖,𝑗
98
𝑗=0 (16)  

となり，対応する平均移動距離は， 

∆𝑋𝑋𝐴𝑖(𝑑, 𝑡) = 𝑋𝑋𝐶𝑖(𝑑, 2) − 𝑋𝑋𝐴𝑖(𝑑, 𝑡) (17) 

∆𝑋𝑋𝐵𝑖(𝑑, 𝑡) = 𝑋𝑋𝐶𝑖(𝑑, 2) − 𝑋𝑋𝐵𝑖(𝑑, 𝑡) (18) 

∆𝑋𝑋𝐸𝑖(𝑑, 𝑡) = 𝑋𝑋𝐸𝑖(𝑑, 𝑡) − 𝑋𝑋𝐶𝑖(𝑑, 2) (19) 

となる．以上を集計して，都市圏全体の日付 𝑑，時間帯𝑡

における都心方向，郊外方向の総移動距離は，それぞれ， 

𝐷𝐷𝐼(𝑑, 𝑡) = ∑ ∆𝐷𝐷𝐴𝑖  (𝑑, 𝑡)ℎ
𝑖=𝑔 + ∑ ∆𝐷𝐷𝐵𝑖  (𝑑, 𝑡)ℎ

𝑖=𝑔 (20)  

𝐷𝐷𝐸(𝑑, 𝑡) = ∑ ∆𝐷𝐷𝐸𝑖  (𝑑, 𝑡)ℎ
𝑖=𝑔 (21)  

となり，対応する平均移動距離は，それぞれ， 

𝑋𝑋𝐼(𝑑, 𝑡) = 𝐷𝐷𝐼(𝑑, 𝑡)/𝑃𝐼(𝑑, 𝑡) (22) 

𝑋𝑋𝐸(𝑑, 𝑡) = 𝐷𝐷𝐸(𝑑, 𝑡)/𝑃𝐸(𝑑, 𝑡) (23) 

と求められる． 
 

3. 通常時の
変動分析 

本章では目立

った異常や災害

などの発生して

いない，2022 年

2 月第 3 週の札

幌都市圏の結果

を述べる．図 1

は，方向別の通勤者数𝑃𝐼(𝑑, 𝑡)，𝑃𝐸(𝑑, 𝑡)と全通勤者数

𝑃𝑇(𝑑, 𝑡)を表している． 

平日の日通勤者数の変動は2.50 × 105~2.56 × 105人

とほぼ一定であり，土曜は平日平均の 58.3%，日曜 44.4%

に減少していることが分かった． 
 

4. 災害時の変動分析 

札幌都市圏では，2022 年 2月 6 日(日)と，2 月 20 日

(日)から 22日(火)の 2回にわたり記録的な大雪となり，

鉄道やバスの運休，道路渋滞に見舞われた． 

4.1 2022年 2 月 6 日(日)からの大雪の影響 

図 2 は 2

月第 2週の

𝑃𝐼(𝑑, 𝑡) ，

𝑃𝐸(𝑑, 𝑡) ，

𝑃𝑇(𝑑, 𝑡) を

表 し て い

る ． 7 日

(月 )の都

市 圏 全 体

の 日 通 勤

者 数 は 前

週平日平均の 82.5%で

あり，10 日(木)には前週平日平均まで回復した． 

4.2 2022 年 2 月 20 日(日)からの低気圧の影響 

第 4週の

図 3 から，

同様に 21

日 (月 )の

都 市 圏 全

体 の 日 通

勤 者 数 は

前 週 平 日

平 均 の

80.0%， 22

日(火)は 72.2%に減少

した．祝日である 23 日

(水)を挟み，24 日(木)には前週平日平均まで回復した． 

紙面の都合上省略するが，総移動距離についても同

様の傾向が確認できた． 
 

5. おわりに 

 本研究では，モバイル空間統計を用いた，都市圏の通

勤流動の定量的把握方法を提案し，災害影響の定量化

に応用できることを示した．今後の課題として，ある程

度予測できる災害だけでなく，地震のように突然発生

する災害時の影響を考察する必要がある． 
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